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に開業資金が増えている。1969 年に 270 万円
（うち自己資金 54.8％）であった開業資金の平
均は 1），1982 年調査では 928 万円へ 2），さら








　開業資金は，1969 年から 1989 年までの 20










　1989 年という年は，表 5 で見るように，す
でにバブル景気に入っており，小売業は飲食店
とともに「立地依存度が高く，地価高騰の影響




1982 年 369 万円 1989 年 506 万円
1992 年 511 万円 1993 年 476 万円
1994 年 480 万円 1995 年 428 万円












平 均 Ａ Ｂ Ｃ
1992 年 1,980 5,291 1,917  936


























1997 年 1519.4 2932　 1283　
1999 年 16） 1472.8 2560.2 1252.2
2001 年 17） 1306.1 2277.5 1120.8
2002 年 18） 1260.9 2001.8 1135.4
　「不動産を購入した企業の開業資金」（Ａ）は，




の分が影響を受け，2002 年は 1997 年と比べ約
260 万円減少している。
　因みに，1997 年における勤労者世帯の消費
支出は約 35.8 万円，2001 年におけるそれは約
33.5 万円である。「不動産を購入しない小売企
業の開業資金」（Ｄ）は，それぞれの年におい
て 1283 万円，1135.4 万円であるから，勤労者
































東 京 圏 1.7 3.0 21.5 68.6 0.4 6.6 6.6 △  9.1 △ 14.6 △  7.8 △  2.9 △  5.0 △  3.4 △  3.0 △  6.4 △  6.8 △  5.8 △  5.9
大 阪 圏 3.0 2.6 3.4 18.6 32.7 56.1 6.5 △ 22.9 △ 17.1 △  6.8 △  1.9 △  4.3 △  2.2 △  1.5 △  5.2 △  6.1 △  6.7 △  8.6
名 古 屋 圏 1.6 1.4 1.6 7.3 16.4 20.2 18.8 △  5.2 △  8.6 △  6.1 △  4.0 △  3.6 △  1.7 △  0.8 △  3.3 △  1.8 △  1.9 △  4.4
三大都市圏平均 2.0 2.7 13.7 46.6 11.0 22.0 8.0 △ 12.5 △ 14.5 △  7.3 △  2.8 △  4.6 △  2.8 △  2.2 △  5.7 △  5.9 △  5.6 △  6.5
地 方 平 均 2.4 1.7 1.2 1.9 4.4 11.4 13.6 2.3 △  1.7 △  1.2 △  0.3 △  0.6 △  0.4 △  0.6 △  1.9 △  2.3 △  2.8 △  4.0




東 京 圏 7.2 12.5 48.2 61.1 3.0 4.8 4.1 △  6.9 △ 19.0 △ 18.3 △ 15.4 △ 17.2 △ 13.2 △  8.2 △ 10.1 △  9.6 △  8.0 △  7.4
大 阪 圏 5.0 7.0 13.2 37.2 35.6 46.3 8.1 △ 19.5 △ 24.2 △ 19.1 △ 15.3 △ 15.8 △  9.9 △  6.8 △  9.6 △ 11.3 △ 11.0 △ 11.3
名 古 屋 圏 2.7 3.3 6.4 16.8 21.0 22.4 19.1 △  7.6 △ 13.7 △ 11.5 △ 12.7 △ 12.6 △  8.5 △  6.2 △ 11.2 △  7.3 △  5.6 △  8.1
三大都市圏平均 5.8 9.2 30.1 46.6 14.1 18.6 8.1 △ 10.3 △ 19.2 △ 17.2 △ 14.8 △ 16.0 △ 11.5 △  7.5 △ 10.2 △  9.6 △  8.3 △  8.5
地 方 平 均 2.6 2.5 2.9 5.4 7.6 15.4 16.3 0.4 △  5.6 △  5.9 △  5.5 △  5.8 △  5.4 △  5.1 △  6.8 △  7.0 △  7.0 △  8.1
全 国 平 均 3.8 5.1 13.4 21.9 10.3 16.7 12.9 △ 4.0 △ 11.4 △ 11.3 △ 10.0 △  9.8 △  7.8 △  6.1 △  8.1 △  8.0 △  7.5 △  8.3

















































1989 年調査になると 30 歳代後半，1991 年調査
になると 40 歳代前半へ，さらに 2001 年調査
になると 50 歳代（前半　16.4％，後半　5.7％）
へ移動している。1989 年調査と 2001 年調査
を比較しても，開業の平均年齢が 38.1 歳から



































査月報』1970 年 3 月号。同上編『小零細企業の存立条
件』，92 ページ再録所収。
　　　「『新規開業実態調査』結果」同上編『調査季報』第 13
号，1990 年 5 月，5 ページ。同上編『新規開業の実態』
中小企業リサーチ，19 ページ再録所収。
　　　1982( 昭和 57) 年調査については，全業種の平均，同
上季報，4 ページ。
　　　1991( 平成 3 ) 年，2001( 平成 13) 年調査については，
国民金融公庫総合研究所データ。『2002 年版　新規開
業白書』，245 ページより作成。
　1969 年調査と 2001 年調査の間には 32 年の
歳月が経過しているが，最も大きな変化は何
であろうか。1969 年においては，29 歳以下で
の開業が 26.4％，30 ～ 34 歳でのそれが 32.6％，
合計 59％であるのに対し，2001 年において
は，16.1％と 15.2％，合計 31.3％である。つまり，
32 年間で 27.7 ポイント低下している。同じこ
との別の表現になるが，1969 年に小売業を開
業した者の 41％は 35 歳以上であったのに対し，
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変わる。このことは，同公庫の 1975 年調査 29），
1986 年調査 30）においても同じ傾向がみられる。
　事業継承に対する考え方を従事者規模別に見






















































61.1 12.4 12.2 14.3























せたい」が平均の 61.1％を上回るのは 3 ～ 4 人
層以上においてであり，「継がせたくない」が
平均の 12.2％を下回るのも 3 ～ 4 人層以上であ
る。やはり，従業者 1 ～ 2 人層と 3 ～ 4 人層以
上では，事業の継承に対する考え方において大
きな差がある 31）のに留意したい。
　引き続き，1987 年 9 月と 1991 年 3 月，大阪
市信用金庫によって行なわれた調査結果を見て
みよう。表 6 によれば，「後継者が決まってい
ない」小売業は，1987 年 9 月に 72.6％であっ
たものが，1991 年 3 月には 77.1％になり，3 年









難のため」が 24.5％から 28.0％へ 3.5 ポイント
増加している。「この事業は私の代で終っても
よいと思っている」，「決めたいが，後継者難の
ため」の合計は，1987 年 9 月で 56.6％，91 年









































運 輸 ･ 通 信 業




































全 体 50.2(54.8） 26.3(23.1） 23.5(22.1） 49.8(45.2） 34.2(31.7）
注）1991 年 3 月調査，（　）内は 1987 年 9 月調査。









運 輸 ･ 通 信 業






















全 体 31.3(29.8） 68.7(70.2） 100.0
注）1991 年 3 月調査，（　）内は 1987 年 9 月調査。
資料）「中小企業における後継者問題について」大阪市信用
金庫『調査季報』No. 95，1991 年 4 月，12 ページ。
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場合，表 6 における「後継者が決まっていない」











































運 輸 ･ 通 信 業






25.0（   0）






















全 体 43.0（35.4） 33.3（44.7） 23.7（43.4） 100.0（123.5）
注）1991 年 3 月調査，（　）内は 1987 年 9 月調査　1987 年については複数回答。









運 輸 ･ 通 信 業













































































































（Ⅱ） 表 16 で確認した。それによれば，1973
年から 1986 年までの 13 年間に，1 ～ 4 人規模
層の小売店は，「競争関係にある商店なし」が
26％から 8％に，「同業者」が 49％から 39％へ
























よう。1982 年に 101 万店あったパパ・ママ・
ストアは，1997 年には約 52.8 万店へと，実に
47.8％の激減である。小売商店数全体に占める


















































商　　店　　数 年 間 販 売 額
総　計 単独店 本　店 支　店 総　計 単独店 本　店 支　店
年 （千店） （千店） （千店） （千店） （億円） （億円） （億円） （億円）
1976 
1,614 1,381 62 171 560,291 276,295 78,585 205,411
（100） （85.5） （3.8） （10.6） （100） （49.3） （14.0） （36.7）
1982 
1,721 1,397 80 244 939,712 413,145 123,788 402,779
（100） （81.2） （4.6） （14.2） （100） （44.0） （13.2） （42.8）
1988 
1,620 1,265 77 277 1,148,399 451,886 145,268 551,245
（100） （78.1） （4.8） （17.1） （100） （39.3） （12.7） （48.0）
1991 
1,591 1,207 83 302 1,406,381 499,071 188,121 719,186
（100） （75.9） （5.2） （18.9） （100） （35.5） （13.4） （51.1）
1994 
1,500 1,116 75 309 1,433,251 505,706 177,999 749,546
（100） （74.4） （5.0） （20.6） （100） （35.3） （12.4） （52.3）
1997 
1,420 1,034 70 316 1,477,431 476,900 168,861 831,674
（100） （72.8） （4.9） （22.3） （100） （32.3） （11.4） （56.3）
1999 
1,407 1,029 52 326 1,438,326 449,200 154,329 834,797
（100） （73.1） （3.7） （23.2） （100） （32.2） （10.7） （57.1）







万店から 326 万店へと約 33.6％増えている。本












　また，1982 年には本店約 8 万店に対し，支
店 24.4 万店，つまり本店 1 店につき支店数約 3
店だったものが，1999 年になると本店数 5.2 万
















　第 3 に，1982 年から 1997 年にいたる 15 年
間の商店数，および販売額増減における業種間
較差の存在である。「日本における小売商店数














いて 1982 年の「単独店」は 139.7 万店，「日
本における小売商店数の減少について」（Ⅱ） 



















は，第 1 節で「小売開業店数の減少」，第 2 節
で「開業率，廃業率の動向」について考察し




店数の減少について」（Ⅰ） 表 5 で明らかにな


































の平均は 38.1 歳であったものが，2001 年には
41.2 歳になっている。12 年間で 3 歳の上昇で
ある。双方ともに 70 歳で廃業すると仮定すれ
ば，1989 年開業者の平均的経営継続期間は 32
















 2 ） 『調査月報』1983 年 7 月号，14 ページ。
 3 ） 「『新規開業実態調査』結果」国民金融公庫調査
部『調査季報』第 13 号　1990 年 5 月　23-24 ペー
ジ。3，10，22，28-30 ページも参照のこと。
 4 ） 同上誌，30 ページ。
 5 ） 因みに，総理府統計局『家計調査年報』によれ
ば，勤労者世帯の消費支出は，1969 年で 72,603
円，1982 年で 266,063 円，1989 年で 316,489 円
である。当調査による開業資金は，1969 年で勤
労者世帯の消費支出の 37.2 月分，1982 年で 34.9
月分，1989 年で 56.5 月分であった。
 6 ） 同上誌，3 ページ。
 7 ） 同上誌，29 ページ。
 8 ） 同上誌，22-23 ページ。
 9 ） 国民金融公庫『調査月報』　1983年6月号，14ペー
ジ。




10） 「新規開業の実態――平成 4 年度新規開業実態調
査結果――」国民金融公庫総合研究所『調査季報』
第 27 号，1993 年，13 ページ。
 「同上，平成 5 年度，調査結果」　同上誌，第 30 号，
1994 年，9 ページ。
11） 同上誌，第 27 号，13 ページ。
12） 同上誌，第 17 号，12 ページ。
13） 同上誌，第 30 号，7 ページ。
 個々の企業の開業資金が開業直前の経営者の年
収の何倍であったかをみると，93 年調査では全















出は，1992 年で 352,820 円，1993 年で 355,276
円である。当調査による開業資金は，1992 年で
勤労者世帯消費支出の 56.1 月分，1993 年でその
49.4 月分である。それは「依然として高い参入
障壁」（国民金融公庫『調査季報』第 30 号，7 ペー
ジ）であることには変わらない。
15） 『平成 10(1998) 年版　新規開業白書』，194-195
ページ。
16） 『平成 12（2000）年版　同上書』，225-227 ページ。





18） 『2003 年版　同上書』，299-301 ページ。
19） 本節注 1）参照。国民金融公庫『調査季報』第13号，
1990 年，24 ページ。『同上誌』第 30 号，1994 年，
11 ページ。
20） 『調査季報』第 34 号，1995 年，12 ページ。
 『2002 年版　新規開業白書』，19 ページ。
 『2003 年版　同上書』，21 ページ。
21） 『調査季報』第 34 号，1995 年，12-13 ページ。














と野菜価格」『エコノミスト』1966 年，5 月 17
日号，62 ページ。）
26） 『阪南論集　社会科学編』第 36 巻第 1 号，2000 年。
27） 『阪南論集　社会科学編』第 38 巻第 1 号，2002 年。
28） 詳しくは，馬場雅昭「日本における小売商店数
の減少・補論」『阪南論集　社会科学編』第 38











変化と対応の実態」『調査季報』第 1 号，1987 年，
49 ページ 図 34 参照（馬場『同上書』，136 ページ
参照） 。





南論集　社会科学編』第 35 巻第 4 号，2000 年，
参照のこと。
32） 大阪市信用金庫「中小企業における後継者問題
について」『調査季報』№ 95，1991 年 4 号，13 ペー
ジ。
33） 複数回答であるため，本来加算は無為である。
34） 35） 『阪南論集　社会科学編』第 36 巻第 1 号，
2000 年。
36） 商店数に占める法人商店の割合は，同上論文，
図 9 によれば 1988 年で 31.1％，1997 年で 41.3
％で，9 年間で 10 ポイント上昇している。この
まま推移すると，2006 年には法人商店の割合が
50％を越えるのは間違いないであろう。
37） 『阪南論集　社会科学編』第 36 巻第 1 号，2000 年。
38） 日本流通学会年報『流通』第 15 号，2000 年。
39） 「日本における小売商店数の減少について」（Ⅰ・
Ⅱ） 『阪南論集　社会科学編』第 35 巻第 4 号，
第 36 巻第 1 号，2000 年。
 「日本における小売商店数の減少・再論」日本流
通学会年報『流通』第 15 号，2002 年。
 「同・補論」『阪南論集　社会科学編』第 38 巻第
1 号，2002 年。




 1 ．本稿は，日本流通学会第 16 回全国大会（於　中
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